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COI開始

産学協同研究
講座・部門制度
の創設

4年間で2倍
4年間で1.5倍
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名古屋大学の受託研究、共同研究の推移

（出典：名古屋大学プロフィール資料編）

未来投資会議
構造改革徹底推進会合

資料から抜粋



１対１の共同研究

複数組織による共同研究
拠点形成型

　Under-one-roofのもと産学
官の技術・人材を結集し
課題解決を図るコンソーシアム型

　

共通した理念・目標のもと産
学官の技術・人材の共創に
より課題解決を図る

プラットフォーム形成型
　

大学の優れた共通基盤技術をもとに
産学官でプラットフォームを形成

従来型の産学連携

従来の・・・共同研究
従来の・・・受託研究
寄附講座

プラズマ科学
プラットフォーム
（2016）

ソリューション導出型指定共同研究制
産学協同研究講座・部門

学術コンサルティング

ＧａＮ研究
コンソーシアム

(2015)

名大ＣＯＩ
(2013)ＮＣＣ

（2012）

大学の組織的関与度

産学連携の俯瞰的分類と今後の方向性

注：　（　）内は創設年度

ＮＥＷ！

■　産学官コンソーシアムの構築、研究開発拠点の形成が進み、大学がオープンイノベーションの結節点へ進化。
■　次の展開は、ソリューション導出型の本格的産学共同研究に「組織」対「組織」でコミットできるか、が問われる。

低 高

未来投資会議
構造改革徹底推進会合

資料から抜粋



⺠民間企業

産学協同研究講座
産学協同研究部⾨門

企業技術者が
教員として就任

学術データ
ベース
図書館

研究⽀支援
コーディネータ
URA

⼤大学組織として
外部資⾦金金を獲得

JST・NEDO等
研究ファンド

研究設備・⽀支援組織を利⽤用

定額運営維持費で
講座を設置

名古屋⼤大学の
教員・研究員

教員の知⾒見見に
迅速にアクセス

学内共同
利⽤用設備

企業から経費と人材を大学に受け入れて「協同研究講座」又は「協同研究部門」を設置・運
用。企業との連携を強化することで、研究成果の早期の社会実装および価値実現を図る。

企業から研究資⾦金金と
⼈人材を受け⼊入れ
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産学協同研究講座・部門による企業研究拠点の設置
未来投資会議

構造改革徹底推進会合
資料から抜粋



No 設置部局 設置協同者 講座（部門）名称

1 創薬科学研究科 田辺三菱製薬㈱ 実践創薬科学講座

2 医学系研究科 日本メナード化粧品㈱ 名古屋大学メナード協同研究講座

3 未来社会創造機構 パナソニック㈱ パナソニック産学協同研究部門

4 工学研究科 ㈱八神製作所 加速器BNCT用ｼｽﾃﾑ研究講座

5 未来社会創造機構 トヨタ自動車㈱ トヨタ先端材料技術部門

6 環境医学研究所 ラクオリア創薬㈱ 薬効解析部門

7 未来社会創造機構 トヨタ自動車㈱ 知能化モビリティ研究部門

8 未来社会創造機構 トヨタ自動車㈱ 人間特性研究部門

9 未来社会創造機構 トヨタ自動車㈱ 交通・情報システム研究部門

10 医学系研究科 医療法人葵鐘会 ベルリサーチセンター産婦人科産学協同研究講座

11 未来社会創造機構 富士通㈱ 情報基盤研究部門（富士通）

12 医学系研究科 ㈱ニプロ 個別化医療技術開発講座

13 未来社会創造機構 旭硝子㈱ バイオデバイス加工研究部門（旭硝子）

14 医学系研究科 三菱ガス化学㈱ 新規生体吸収性材料開発講座

15 医学系研究科 ラクオリア創薬㈱ 薬剤科学・分析化学講座

16 創薬科学研究科 ラクオリア創薬㈱ 新薬創成化学講座

17 未来社会創造機構 ㈱SCREENホールディングス 未来材料プロセス・バイオ研究開発部門

18 未来社会創造機構 日本エー・エス・エム㈱ 原子層制御ナノプロセス研究部門

19 未来社会創造機構 ㈱東芝 最先端省エネルギーGaNデバイスプロセス研究部門

20 未来材料・ｼｽﾃﾑ研究所 トヨタ自動車㈱ トヨタ先端パワーエレクトロニクス産学協同研究部門

21 未来材料・ｼｽﾃﾑ研究所 （国研）産業技術総合研究所 産総研・名大窒化物半導体先進ﾃﾞﾊﾞｲｽｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾗﾎﾞﾗﾄﾘ

22 未来材料・ｼｽﾃﾑ研究所 ㈱デンソー デンソー自動車用パワーエレクトロニクス産学協同研究部門

１講座・部門あたり約４千万円の本格的共同研究
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産学協同研究講座・部門の設置状況
未来投資会議

構造改革徹底推進会合
資料から抜粋
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３　イノベーションプラットフォーム形成に向けた
　　名古屋大学の目標

自前主義からの脱却が遅れており、必ずしも研究開発投資が事
業化・企業収益に繋げられていない。

製品単体の性能だけで価値を生み出すことは難しくなっている
が、我が国企業は新たな顧客価値獲得のための環境変化に対応
が追いついていない。

顧客価値の獲得に関する環境変化への対応の遅れ 自前主義に陥っている研究開発投資

我が国のイノベーションの主な課題

民間企業の研究開発投資の傾向として、商品化まで３～５年を
超えるような中長期の研究開発投資に対する意識は低い恐れ。

企業における短期主義

研究人材の流動性は非常に低く、組織を超えた人材の活躍が一
層求められており、資金の流動性も低い。研究開発型ベン

人材や資金の流動性の低さ

（上記は、平成28年8月経済産業省産業構造審議会資料より抜粋・作成）

名古屋大学は
イノベーションプラットフォームを形成する先駆的取組みを牽引するとともに、
結果にコミットする産学共同研究を拡大、もって産業競争力の強化に貢献する。

新たな次元
の目標

名古屋大学の革新的技術、大規模研究施設などを中核とした「コアコンピタンス」を軸に、中小企業、ベン

チャー企業を含め企業の投資対象になり得る技術を共有化、プラットフォーム化

新たな価値を生み出すシステム、ビジョンを共有し、「組織」対「組織」で結果にコミットする産学共同研究を

拡大。企業等との共同研究を現中期目標期間中に2.5倍に（FY27：28億円　→　FY33：70億円）。

産学協同の大学院教育、学生の産学共同研究への参画等により、産学の人材流動性を大幅に向上。

未来投資会議
構造改革徹底推進会合

資料から抜粋



学術研究・産学官連携推進本
総　　

・企業との包括連携
・地域の中小企業等との連携

・研究成果の情報発信／アウトリー
チ活動　など

・理系・文系分野研究者支援
・外国人研究者支援
・科研費獲得支援

・大型プロジェクト支援　など

・特許など知的財産の創出支援・出願・
権利取得

・知財権のライセンス・譲渡などの技術
移転

・大学発ベンチャー創出支援
・共同研究契約書のレビュー　など

・国際産学連携
・アントレプレナーシップ教育
・博士人材のキャリア・就職支援
・URAのスキルアップ研修

　など

・新たな学術研究・産学官連携施策
の企画・立案

・国等の政策動向の情報収集
・研究支援ＤＢの構築・管理
・研究力の調査・分析

・拠点型研究プロジェクト形成　など

イノベーション戦略室

　

研究担当理事

ITｂM事務室

研究支援課

研究協力部次長

研究協力部長

課長補佐：総括

高等研究院係 研究総務係博物館係 外部資金係全学技術

専門員：リスク担当

研究支援課長

地域連携・情報発信G プロジェクト推進G 知財・技術移転G 国際産学連携・人材育成G

本部会議

企画戦略G

・安全保障輸出管理
・利益相反マネジメント

安全保障輸出管理担当

戦略会議

副本部長 副本部長

総長補佐（研究推進担当）

・文科省担当
・学術研究担当

・経産省担当
・産業連携・地域支援担当

・学内調整担当
・産学・大学間連携担当
・Ｂ‐ＪＩＮセンター長

副本部長

本部長：副総長執行部
総長補佐（研究推進担当）

総長補佐（産学官連携担当）

総長補佐（産学官連携担当）

総長補佐（産学官連携担当）

総長補佐（研究推進担当）

未来機構事務室社会連携係 産学官連携係

社会連携課長

課長補佐

社会連携課

名古屋大学　学術研究・産学官連携推進本部
　　　　～名古屋大学における知的資産マネジメントの強化～
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■　基礎研究から産学連携、技術移転までの一貫した研究マネジメント体制の強化
■　企業出身を中心とした40名規模のURA（Research Administrator） 
■　学術研究・産学官連携に関するＩＲ（Institutional Research）を実施

未来投資会議
構造改革徹底推進会合

資料から抜粋


